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固定価格買取制度（FIT）が発効した 2014 年 7 月
以降、その発電施設の設置は急速に進んでいる中
で、その 9 割以上は太陽光発電が占めており 1)、
その事業者は東京など都市部に本社を置く企業と
されている。その実態は、原子力発電所や大規模
火力発電所の場合と同様、利益の大部分を都市部
に持っていかれる、「外来（植民地）型開発」が大
宗を占め、残念ながら地域への利益還元とその循
